
核医学診断／治療に関する基本診療料の施設基準等 

第 9 特定入院料の施設基準等 認知症治療病棟入院料の施設基準 

 

「基本診療料の施設基準等の一部を改正する告示」（令和 6 年 3 月 5 日 厚生労働省告示第 58 号） 

「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」 

（令和 6 年 3 月 5 日 保医発 0305 第 5 号） 

 

告示 通知 

18 認知症治療病棟入院料の施設基準 

(1) 通則 

主として急性期の集中的な治療を要する認

知症患者を入院させ、精神病棟を単位として

行うものであること。 

 

(2) 認知症治療病棟入院料 1 の施設基準 

イ 当該病棟において、1 日に看護を行う看

護職員の数は、常時、当該病棟の入院患

者の数が 20 又はその端数を増すごとに

1 以上であること。ただし、当該病棟にお

いて、1 日に看護を行う看護職員の数が

本文に規定する数に相当する数以上であ

る場合には、当該病棟における夜勤を行

う看護職員の数は、本文の規定にかかわ

らず、2 以上（看護補助者が夜勤を行う場

合においては看護職員の数は 1 以上）で

あることとする。 

ロ 当該病棟において、看護職員の最小必要

数の 2 割以上が看護師であること。 

ハ 当該病棟において、1 日に看護補助を行

う看護補助者の数は、常時、当該病棟の

入院患者の数が 25 又はその端数を増す

ごとに 1 以上であること。ただし、当該

病棟において、1 日に看護補助を行う看

護補助者が本文に規定する数に相当する

数以上である場合には、当該病棟におけ

る夜勤を行う看護補助者の数は、本文の

規定にかかわらず、2 以上（看護職員が夜

勤を行う場合においては、2 から当該看

別添 4 特定入院料の施設基準等 

第 19 認知症治療病棟入院料 

1 認知症治療病棟入院料の施設基準等 

(1) 精神科を標榜している病院である保険医療

機関であること。 

(2) 同一保険医療機関内に認知症治療病棟入院

料 1 を算定すべき病棟と認知症治療病棟入

院料 2 を算定すべき病棟が混在することは

できない。 

(3) 認知症治療病棟入院料 1 の施設基準 

ア 当該保険医療機関内に、精神科医師及び

認知症治療病棟に専従する作業療法士が

それぞれ 1 人以上勤務していること。 

イ 当該病棟に勤務する看護職員の最小必要

数の半数以上は、精神病棟に勤務した経

験を有する看護職員であること。 

ウ 当該病棟に勤務する看護補助者の最小必

要数の半数以上は、精神病棟に勤務した

経験を有する看護補助者であること。 

エ 当該保険医療機関内に、専従する精神保

健福祉士又は専従する公認心理師がいず

れか 1 人以上勤務していること。 

オ 当該病棟における 1 看護単位は、概ね 40

から 60 床までを上限とすること。 

カ 当該病棟の患者 1 人当たりの面積は、内

法による測定で、18 平方メートル（管理

部分を除く。）を標準とすること。ただし、

平成 20 年 3 月 31 日時点で特殊疾患療

養病棟入院料 2 を算定している病棟から

当該病棟へ移行した場合は、当分の間、内



護職員の数を減じた数以上）であること

とする。なお、主として事務的業務を行

う看護補助者を含む場合は、1 日に事務

的業務を行う看護補助者の数は、常時、

当該病棟の入院患者の数が 200又はその

端数を増すごとに 1 に相当する数以下で

あること。 

 

(3) 認知症治療病棟入院料 2 の施設基準 

イ 当該病棟において、1 日に看護を行う看

護職員の数は、常時、当該病棟の入院患

者の数が 30 又はその端数を増すごとに

1 以上であること。ただし、当該病棟にお

いて、1 日に看護を行う看護職員の数が

本文に規定する数に相当する数以上であ

る場合には、当該病棟における夜勤を行

う看護職員の数は、本文の規定にかかわ

らず、1 以上であることとする。 

ロ 当該病棟において、看護職員の最小必要

数の 2 割以上が看護師であること。 

ハ 当該病棟において、1 日に看護補助を行

う看護補助者の数は、常時、当該病棟の

入院患者の数が 25 又はその端数を増す

ごとに 1 に相当する数以上であることと

する。なお、主として事務的業務を行う

看護補助者を含む場合は、1 日に事務的

業務を行う看護補助者の数は、常時、当

該病棟の入院患者の数が200 又はその端

数を増すごとに 1 に相当する数以下であ

ること。 

 

(4) 認知症夜間対応加算の施設基準 

イ 当該病棟における夜勤を行う看護補助者

の数が 3 以上（看護職員が夜勤を行う場

合においては、3 から当該看護職員の数

を減じた数以上）であること。 

ロ 当該保険医療機関において、入院患者に

対する行動制限を必要最小限のものとす

るため、医師、看護師及び精神保健福祉

法による測定で、16 平方メートル（治療

室、機能訓練室、浴室、廊下、デイルーム、

食堂、面会室、ナースステーション、便所

等の面積を含む。）であっても、認めるこ

ととする。 

キ 認知症治療病棟入院医療を行うにふさわ

しいデイルーム等の共有空間がある等高

齢者の行動しやすい廊下を有しているこ

と。 

ク 認知症治療病棟入院医療を行うにふさわ

しい、広さ 60 平方メートル以上（内法に

よる測定に基づく。）の専用の生活機能回

復訓練室（平成 20 年 3 月 31 日時点で特

殊疾患療養病棟入院料 2 を算定している

病棟から当該病棟へ移行した場合は、当

分の間、代用的に生活機能回復訓練等が

行える場所（デイルーム等））を有し、当

該病棟に入院している全ての患者に対し

て、次に掲げる生活機能回復訓練等を行

うこと。 

(イ) 医師の指導監督の下で、作業療法士、

看護師、精神保健福祉士の従事者に

より、精神症状等の軽快及び生活機

能の回復を目的に看護並びに生活機

能回復のための訓練及び指導を集中

的に行う。 

(ロ) 医師の診療に基づき心理検査の結果

等を踏まえて作成した患者ごとの治

療計画に基づき、看護並びに生活機

能回復のための訓練及び指導を集中

的に行うとともに、定期的にその評

価を行う等計画的な治療を行う。 

(ハ) 生活機能回復のための訓練及び指導

を、生活機能回復訓練室等において

患者 1 人当たり 1 日 4 時間、週 5 回

行う。ただし、当該訓練及び指導は患

者の状態に応じて行うものとし、認

知症患者リハビリテーション料又は

精神科作業療法を算定した場合は、



士等で構成された委員会を設置している

こと。 

 

(5) 認知症治療病棟入院料の注 3 の除外薬剤・注

射薬 

別表第 5 の 1 の 2 に掲げる薬剤・注射薬 

※別表第 5 の 1 の 2 に掲げる薬剤・注射薬： 

インターフェロン製剤（B 型肝炎又は C 型

肝炎の効能若しくは効果を有するものに限

る。） 

抗ウイルス剤（B 型肝炎または C 型肝炎の

効能若しくは効果を有するもの及び後天性

免疫不全症候群又は HIV 感染症の効能若し

くは効果を有するものに限る。） 

血友病の患者に使用する医薬品（血友病患

者における出血傾向の抑制の効能又は効果

を有するものに限る。） 

その時間を含めて差し支えない。 

(4) 認知症治療病棟入院料 2 の施設基準 

ア (3)のイからエまでを満たしている。 

イ 当該保険医療機関内に、精神科医師及び

認知症治療病棟に専従する作業療法士が

それぞれ 1 名以上勤務している。ただし、

認知症患者の作業療法の経験を有する看

護師が 1 人以上勤務する認知症治療病棟

にあっては、作業療法士が週 1 回以上当

該病棟において患者の作業療法について

の評価を行う場合には、当分の間、作業療

法士が 1 人以上勤務していることとみな

す。なお、作業療法の経験を有する看護師

とは、専門機関等が主催する認知症指導

に関する所定の研修を修了した者であ

る。この場合、当該看護師は当該入院料を

算定する際の看護師の員数には算入しな

い。 

ウ 当該病棟における 1 看護単位は、概ね 60

床を上限とする。 

エ 当該病棟の患者 1 人当たりの面積は、内

法による測定で、18 平方メートル（管理

部分を除く。）以上とする。ただし、平成

20 年 3 月 31 日時点で特殊疾患療養病棟

入院料 2 を算定している病棟から当該病

棟へ移行した場合は、当分の間、内法によ

る測定で、16 平方メートル（治療室、機

能訓練室、浴室、廊下、デイルーム、食堂、

面会室、ナースステーション、便所等の面

積を含む。）であっても、認めることとす

る。 

オ 認知症治療病棟入院医療を行うにふさわ

しい、広さ 60 平方メートル以上（内法に

よる測定に基づく。）の専用の生活機能回

復訓練室（平成 20 年 3 月 31 日時点で特

殊疾患療養病棟入院料 2 を算定している

病棟から当該病棟へ移行した場合は、当

分の間、代用的に生活機能回復訓練等が

行える場所（デイルーム等））を有し、当



該病棟に入院している全ての患者に対し

て、次に掲げる生活機能回復機能訓練等

を行うこと。 

(イ) 医師の指導監督の下で、作業療法士、

看護師又は精神保健福祉士の従事者

により、精神症状等の軽快及び生活

機能の回復を目的に看護並びに生活

機能回復のための訓練及び指導を集

中的に行う。 

(ロ) 医師の診療に基づき心理検査の結果

等を踏まえて作成した患者ごとの治

療計画に基づき、看護並びに生活機

能回復のための訓練及び指導を集中

的に行うとともに、定期的にその評

価を行う等計画的な治療を行う。 

(ハ) 生活機能回復のための訓練及び指導

を、生活機能回復訓練室等において

患者 1 人当たり 1 日 4 時間、週 5 回

行う。ただし、当該訓練及び指導は患

者の状態に応じて行うものとし、認

知症患者リハビリテーション料又は

精神科作業療法を算定した場合は、

その時間を含めて差し支えない。 

(5) 認知症夜間対応加算の施設基準 

ア 認知症治療病棟入院料 1、認知症治療病

棟入院料 2 のいずれの場合も、夜勤を行

う看護要員が 3 名以上の場合に算定でき

る。 

イ 行動制限最小化に係る委員会において次

の活動を行っていること。 

(イ) 行動制限についての基本的考え方

や、やむを得ず行動制限する場合の

手順等を盛り込んだ基本指針の整備 

(ロ) 患者の病状、院内における行動制限

患者の状況に係るレポートをもと

に、月 1 回程度の病状改善、行動制

限の状況の適切性及び行動制限最小

化のための検討会議の開催 

(ハ) 当該保険医療機関における精神科診



療に携わる職員全てを対象とした、

精神保健福祉法、隔離拘束の早期解

除及び危機予防のための介入技術等

に関する研修会の年 2 回程度の実施 

(6) (3)及び(4)の内法の規定の適用については、

平成 26 年 3 月 31 日において、現に当該入

院料の届出を行っている保険医療機関につ

いては、当該病棟の増築又は全面的な改築を

行うまでの間は、(3)及び(4)の内法の規定を

満たしているものとする。 

 

2 届出に関する事項 

認知症治療病棟入院料に係る施設基準の届出は、

別添 7 の様式 9、様式 20 及び様式 56 を用いる

こととし、当該病棟の平面図を添付すること。ま

た、「注 2」に規定する認知症夜間対応加算の施設

基準に係る届出は、別添 7 の様式 9、様式 20 及

び特掲診療料施設基準通知の別添 2 の様式 48 を

用いること。この場合において、病棟の勤務実績

表で看護要員の職種が確認できる場合は、様式

20 の当該看護要員のみを省略することができる

こと。なお、認知症夜間対応加算の様式 48 に係

る届出については、医療保護入院等診療料の届出

を行っている場合は、別に地方厚生（支）局長に

対して、届出を行う必要はないこと。 

 

 


